
 

 

蓮田市就学援助事務処理要領 

平成２３年３月３１日教育長決裁 

（趣旨） 

第１条 この要領は、蓮田市就学援助実施要綱（平成３０年９月２８日教育長決裁。

以下「要綱」という。）の規定に基づく事務処理に関し、必要な事項を定めるもの

とする。 

（対象者） 

第２条 要綱第３条に規定する準要保護者の基準は、次のとおりとする。 

(1) 当該年度又は当該年度の前年度に、次のアからオまでのいずれかに掲げる措置

を受けた者 

ア 生活保護法(昭和２５年法律第１４４号)の規定による保護の停止又は廃止 

イ 地方税法第２９５条第１項の規定による市民税の非課税又は同法第３２３条

の規定による市民税の減免 

  ウ 国民年金法（昭和３４年法律第１４１号）第８９条から第９０条の２までの

規定による保険料の減免 

  エ 国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）第７７条の規定による保険税

の減免 

  オ 児童扶養手当法（昭和３６年法律第２３８号）第４条の規定による児童扶養

手当の支給 

(2) 生計を同じくする世帯全員の前年所得が、生活保護法第８条第１項の規定によ

り厚生労働大臣が定める保護の基準（ただし、平成２５年８月に実施された保護

基準の見直しに伴い、本制度への影響が及ばないよう、平成２６年度以降の取り

扱いについては、保護基準別表第９を除き、平成２４年１２月末日現在において

適用されている保護基準）により算定される額の１.５倍以下である者 

(3) 第１号に規定する者に準ずると教育委員会が認める者 

 （支給額及び支給基準） 

第３条 就学援助の費目、支給額及び支給基準は、別表のとおりとする。 

 （認定） 

第４条 要綱第７条第１項の規定による就学援助の認定は、次の各号のいずれかの期



 

 

間とする。 

(1) 年度の当初から就学援助を受けようとする場合は、当該年度の４月１日から当

該年度の末日まで 

(2) 年度の中途に新たに就学援助を受けようとする場合は、認定年月日から当該年

度の末日まで 

 （変更届） 

第５条 受給者は、次の各号のいずれかに該当する場合は、速やかに教育委員会に届

け出なければならない。 

(1) 住所又は氏名の変更があったとき。 

(2) 当該世帯の構成に変更があったとき。 

(3) 金融機関口座の変更があったとき。 

(4) その他申請書の内容に変更があったとき。 

 （委任） 

第６条 この要領に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

   附 則 

 この要領は、公布の日から施行する。 

   附 則 

この要領は、平成２５年４月１日から施行する。 

（平成２５年４月１日教育長決裁） 

   附 則 

この要領は、平成２６年４月１日から施行する。 

   附 則 

この要領は、平成２７年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要領は、平成２８年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要領は、平成２９年４月１日から適用する。 

附 則 

 この要領は、平成３０年１０月１日から施行する。 



 

 

別表（第３条関係） 

費目 支給額 支給基準 

学用品費 小学校 年額１１，４２０円 

中学校 年額２２，３２０円 

支給額を１２か月で除し、認定年月日の

属する月分から支給する。 

通学用品費 小学校 年額２，２３０円 

中学校 年額２，２３０円 

支給額を１２ヶ月で除し、認定年月日の

属する月分から支給する。 

校外活動費（宿泊

を伴わないもの） 

小学校 １，５７０円 

中学校 ２，２７０円 

上記は、限度額 

認定年月日以降の校外活動に参加した場

合に、年１回を限度に支給する。 

校外活動費（宿泊

を伴うもの） 

小学校 ３，６２０円 

中学校 ６，１００円 

上記は、限度額 

認定年月日以降の校外活動に参加した場

合に、年１回を限度に支給する。 

新入学児童生徒学

用品費等 

小学校 ４０，６００円 

中学校 ４７，４００円 

要綱第７条第１項の規定により認定した

者のうち、認定年月日が４月に属する者

及び同条第２項の規定により認定した者

に、年１回を限度に支給する。 

ただし、他の市町村において、要綱に相

当する制度により、前年度に新入学児童

生徒学用品費等の支給を受けた者は除

く。 

修学旅行費 小学校 ２１，４９０円 

中学校 ５７，５９０円 

上記は、限度額 

認定年月日以降の修学旅行に参加した場

合に、年１回を限度に支給する。 

ＰＴＡ会費 小学校 年額１，５００円 

中学校 年額２，０００円 

上記は、限度額 

支給額を１２か月で除し、認定年月日の

属する月分から支給する。 

医療費 一部負担金の額 受給者から請求があった場合に限り、直

接又は校長を経由して医療券を受給者に

交付し、受診した医療機関の請求に基づ

き、口座振替の方法により支給する。 

学校給食費 小学校  

月額 ４，２００円 

中学校 

月額 ４，８８０円 

認定年月日以降の給食費に要する費用の

実費を支給する。途中認定の場合には、

日割り計算により支給する。 

小学校 １食あたり２５０円 

中学校 １食あたり２９０円 

 


